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第１ 計画の策定にあたって 

 

１．策定の背景 

 国民健康保険は、我が国の国民皆保険制度を支える重要な基盤であり、被用

者保険に加入する者を除くすべての者を被保険者とする公的医療保険制度です。 

 そのため、年齢構成が高く、無職者や非正規雇用労働者等の低所得の加入者

が多いことから所得に占める保険税の負担が重く、国民健康保険の運営は厳し

い状況に置かれてきました。 

 このような状況を踏まえ、平成２７年５月に成立した「持続可能な医療保険

制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」（平成２７年法

律第３１号）により、平成３０年度から都道府県が国民健康保険の財政運営の

責任主体となり国民健康保険運営の中心的な役割を担うとともに、市町村は、

引き続き、資格管理や保険給付の決定、保険税の賦課・徴収、保健事業等の地域

におけるきめ細かな事業を担うこととなりました。 

 都道府県が国民健康保険運営を担うことにより、保険給付に必要な費用の全

額を都道府県から交付されることとなり、財政運営の安定化が図られた一方で、

保険税水準は市町村ごとに異なる状況が続いています。こうしたなか、国は令

和５年６月に「都道府県国民健康保険運営方針策定要領」を改定し、保険税水準

の統一については、「市町村ごとの医療費水準や医療提供体制に差があることに

留意しつつ、将来的に、都道府県内の保険税水準の『完全統一』を目指すことが

望ましい。」としました。 

 また、令和６年４月１日から施行された改正国民健康保険法（令和５年法律

第３１号）により、都道府県が策定する国民健康保険運営方針において、保険税

水準の平準化に関する事項を記載することになりました。 

 

２．策定の目的 

 本市の国民健康保険の安定的な財政運営を図るため、保険税水準の統一化を

進めるために本計画を策定するものとします。 

 

３．計画期間 

 令和６年４月１日から令和１２年３月３１日までとします。 

 

４．計画の見直し 

 この計画は、千葉県が市町村標準保険税率を改定したときに見直すものとし、 

木更津市国民健康保険事業の運営に関する協議会と情報共有を図るものとします。  
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第２ 本市の国民健康保険の現状 
 

１．被保険者数 

 本市の国民健康保険の被保険者数は、後期高齢者医療保険制度が開始した平

成２０年度以降、年々減少しています。 

 

図表１ 被保険者数の推移 

 
出典：国民健康保険実態調査報告 

２．財政収支等の状況 

 平成３０年度から都道府県が国民健康保険運営を担うことにより、保険給付

に要する費用を都道府県が各市町村へ支払うこととなったことから、保険給付

費の急増に対する財政運営上のリスクが大幅に解消されました。 

 

図表２ 財政収支等の状況（国民健康保険特別会計） 

 
出典：木更津市決算書  
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区分 № 科　目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

1 保険税（現年） 3,013,877 2,753,362 2,633,313 2,505,667 2,476,404 2,469,541 2,511,007 2,300,027

2 保険税（滞納） 538,943 487,563 442,891 424,571 418,333 378,041 345,388 288,066

3 国庫支出金 3,129,208 3,043,062 0 2,313 25,508 7,479 40 393

4 療養給付費交付金 202,926 137,189 0 0 0 0 0 0

5 前期高齢者交付金 3,843,400 4,326,144 0 0 0 0 0 0

6 県支出金 779,507 767,397 8,950,742 8,770,341 8,565,086 8,835,995 8,539,640 8,279,630

7 共同事業交付金 3,636,038 3,369,557 0 0 0 0 0 0

8 一般会計繰入金 1,082,289 927,413 898,743 870,845 855,203 852,130 845,291 840,440

9 基金繰入金 0 0 205,084 4,616 0 0 0 295,695

10 繰越金 2,124 1,673 1 8,539 24,374 17,514 10,069 35,086

11 その他の収入 70,175 115,991 89,057 94,969 118,808 134,199 182,342 193,858

16,298,487 15,929,351 13,219,831 12,681,861 12,483,716 12,694,899 12,433,777 12,233,195

12 総務費 245,564 246,034 228,923 221,764 222,204 212,766 203,512 218,364

13 保険給付費 9,390,197 9,161,236 8,811,306 8,649,328 8,445,016 8,700,340 8,445,095 8,156,181

14 拠出金 2,723,942 2,574,761 0 0 0 0 0 0

15 国民健康保険事業納付金 0 0 3,663,973 3,527,607 3,435,616 3,429,030 3,360,934 3,559,180

16 保健事業費 174,196 167,874 165,366 156,433 143,598 143,576 137,610 132,709

17 その他の支出 3,762,916 3,578,493 244,422 17,421 28,532 15,253 29,024 49,279

16,296,815 15,728,398 13,113,990 12,572,553 12,274,966 12,500,965 12,176,175 12,115,713

1,672 200,953 105,841 109,308 208,750 193,934 257,602 117,482収支差引合計額

支
出

収
入

合　計

合　計
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３．保険税の賦課方法 

 本市の賦課方式（医療分）は、平成３０年度に資産割を廃止し、所得割・均等

割・平等割の３方式を採用しています。君津圏域においては、君津市及び袖ケ浦

市が３方式を採用し、富津市が所得割・均等割の２方式を採用しています。 

 

図表３ 保険税の賦課方法に関する状況（令和６年度） 

単位：円 

保険者名 
医療保険分 後期高齢者支援金分 介護納付金分 

所得割 均等割 平等割 限度額 所得割 均等割 限度額 所得割 均等割 限度額 

木更津市 8.10％ 18,000 22,000 650,000 1.99％ 11,000 240,000 1.29％ 12,000 170,000 

君 津 市 7.30％ 20,000 24,000 650,000 1.80％ 10,000 240,000 1.80％ 9,900 170,000 

富 津 市 6.90％ 39,000  650,000 2.40％ 13,000 240,000 2.40％ 14,000 170,000 

袖ケ浦市 7.50％ 20,000 24,000 650,000 2.60％ 14,000 240,000 2.40％ 16,000 170,000 

木更津市保険年金課 作成 

 

４．保険税の収納率 

 本市の保険税収納率は、県内市町村平均収納率を大きく下回っていましたが、

年々収納率が上昇し、令和５年度において県内市町村平均収納率を上回りまし

た。 

 

図表４ 保険税収納率（現年度分）の推移 

単位：千円 

年 度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

調 定 額 2,849,447 2,744,159 2,699,228 2,710,230 2,445,846 

収入済額 2,499,859 2,471,020 2,462,056 2,498,459 2,292,162 

収 納 率 87.73％ 90.05％ 91.21％ 92.19％ 93.72％ 

県内市町村 

平均収納率 
91.03％ 91.69％ 92.31％ 92.43％ 92.82％ 

                                 出典：木更津市決算書 

国民健康保険事業年報 
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５．一人当たりの医療費 

 本市の一人当たりの医療費は、医療の高度化や高齢化の進展等により増加傾

向になっており、県平均とは同水準、全国平均より低い水準で推移しています。 

 

図表５ 一人当たりの医療費の推移 

 

 

出典：国民健康保険事業年報 

  

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

木更津市 299,091 305,728 323,476 317,463 345,792 341,971 353,285 352,461 371,765 376,493 386,452

千葉県 292,674 303,572 319,474 324,666 333,840 338,528 347,435 338,801 364,332 373,042

全国 324,543 333,461 349,697 352,839 362,159 367,989 378,939 370,881 394,729 403,817
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第３ 保険税率の決め方 

 

１．被保険者数等の見通し 

 ① 将来推計人口 

   総人口は横ばいで推移するものの未成年人口が減少し、７５歳以上の後

期高齢者人口が増加する見込みとなっています。 

 

図表６ 将来推計人口 

 

出典：令和５年度・令和６年度  木更津市住民基本台帳人口（１０月１日時点） 

令和７年度～ 木更津市第３次基本計画 将来推計人口          

 

 ② 被保険者数の見通し 

   近年の被保険者数の動向や将来推計人口を参考に、計画期間の最終年度

である令和１１年度までの被保険者数の推計を行ったところ、令和１１年

度の被保険者数は 21,187 人となり、令和５年度と比較して 3,283 人減少す

る見通しとなっています。 

   令和６年１０月から従業員５１人以上１００人以下の企業に短時間労働

者への被用者保険の加入が義務化され、更なる被用者保険の適用が拡大さ

れました。 

   また、高齢者就労の増加が見込まれることから、低所得の被保険者が増

加することが見込まれます。  
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図表７ 被保険者数の見通し 

 

木更津市保険年金課 作成 

 

 ③ 医療費の見通し 

   千葉県が令和６年３月に策定した第２期千葉県国民健康保険運営方針に

よると、一人当たりの医療費は、令和６年度の 368,741 円から令和１１年

度の 393,400 円と、24,659 円の増加（＋6.7％）、医療費総額は、令和６年

度の 4,455億円から令和１１年度の 4,530億円と、75億円の増加（＋1.7％）

が見込まれます。 

 

図表８ 医療費の見通し（千葉県） 

 

出典：第２期千葉県国民健康保険運営方針  
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２．国民健康保険制度広域化前の保険税の決め方 

  国民健康保険広域化前においては、各市町村が財政運営を行うにあたって、

それぞれ、保険給付費を推計し、この推計額から国及び都道府県による負担

金などによる収入を控除して保険税収納必要額を算出し、それを基に保険税

率を決定していました（図表９）。 

 

図表９ 広域化前の医療費の費用負担の割合 

 

保険税＝３０ 公費（国や都道府県からの交付金・負担金）＝７０ 

保険税＝３０ 公費（国や都道府県からの交付金・負担金）＝７０ 一般会計＝５ 

 

  ただし、保険税収入と公費等による収入だけでは保険給付を賄うことがで

きず、決算補填を目的とする法定外の一般会計からの繰入れを行っている市

町村も多いという状況でした。 

  これは、予算で見込んでいた保険給付費「100」に対して、高額な治療を受

ける被保険者が多かった等の理由で保険給付費「105」を支出してしまったと

すると、予算をオーバーした「５」の保険給付費を一般会計から繰り入れる、

というようなケースになります。 

 

３．国民健康保険制度広域化後の保険税の考え方 

  都道府県が市町村とともに国民健康保険を運営することとし、標準的な住

民負担の「見える化」や将来的な保険税水準の統一を図る観点から、都道府県

が医療費の見込みを立て、市町村ごとの医療費水準、所得水準及び被保険者

数を考慮して財政運営の責任主体である都道府県が市町村ごとの標準保険税

率を定めることとしました。 

  しかしながら、多くの地域では同一都道府県内の市町村間で医療費水準等

に差異があり、また、保険税の算定方式のばらつきも見られ、医療サービスの

水準に地域差がある都道府県においては、被保険者が受けられる医療サービ

スに見合わない保険税負担とならないような配慮が必要になります。 

 

４．国民健康保険制度の広域化により国民健康保険財政はどのように変わったか 

  都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体になったことにより、保険

給付費の見込みを立て、市町村ごとの医療費水準と所得水準、被保険者数を

基に国民健康保険事業費納付金の額を決定するとともに、都道府県が設定す

る算定方式に基づいて市町村ごとの標準保険税率を算定・公表します。 
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  都道府県は、保険給付に必要な費用を、市町村に支払うこと（保険給付費等

交付金の交付）により、国民健康保険財政の「入」と「出」を管理します。 

  市町村は、都道府県の示す標準保険税率等を参考に、それぞれの保険税算

定方式や見込収納率に基づき、医療分、後期高齢者支援分及び介護分それぞ

れの保険税率を定め、保険税を賦課・徴収し、納付金を都道府県に納付します

（図表１０）。 

 

図表１０ 広域化後の医療費の費用負担 

 

市町村からの納付金 国からの公費 都道府県の収入 

都道府県交付金 都道府県の支出 

  納付金  ↑         ↓ 交付金 

市町村納付金  

 

  都道府県は、保険給付費に相当する交付金を市町村に交付することで、市

町村は財政の安定化がはかられます。 

  その代わりに、都道府県は市町村が集めるべき金額（保険給付費から公費

を差し引いた額）を計算し、その額を納付金として徴収します。この納付金が

概ね保険税として集めるべき金額となります。 

  このため、市町村は突発的な保険給付費の増額に対して、一般会計からの

繰入れや保険税の変動が抑えられます。保険給付費が変動した分は、都道府

県全体で翌年度以降の納付金の算定に反映されるため、保険税率が上がると

しても、単独市町村の場合と比べて緩やかな変動となります。 

 

５．本市における保険税率の今後のあり方 

 国の動向として、都道府県内では被保険者の所得と世帯構成が同じならば、

保険税額が同一になるという「保険税水準の完全統一化」を目標とし、都道府

県が策定する令和６年度から令和１１年度までの都道府県国民健康保険運営方

針にも統一化を明記することになりました。 

 国民健康保険制度の広域化前は、市町村ごとに国民健康保険会計の「歳入」と

「歳出」の予算をたて、必要な金額を集めることができるよう保険税率を決定

していました。しかし、広域化後は、都道府県が推計した医療費見込、所得水準、

被保険者数を基に「国民健康保険事業費等納付金」が定められ、市町村はその額

を納付するようになりました。 
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図表１１ 国民健康保険事業費等納付金の推移 

単位：円 

年度 医療分 支援金分 介護分 納付額合計 

令和元年度 2,475,249,284 830,274,619 222,082,798 3,527,606,701 

令和２年度 2,287,804,014 852,835,200 294,976,898 3,435,616,112 

令和３年度 2,228,778,223 841,999,459 358,253,000 3,429,030,682 

令和４年度 2,230,060,326 805,402,815 325,470,658 3,360,933,799 

令和５年度 2,349,803,962 901,462,287 307,913,721 3,559,179,970 

令和６年度 2,265,485,135 846,303,514 284,051,826 3,395,840,475 

令和７年度 2,224,826,247 818,095,659 271,611,134 3,314,533,040 

            出典：千葉県ホームページ 国民健康保険の標準保険料率等の公表について 

 

 また、千葉県が決定した納付金を集めることができるよう「市町村標準保険

税率」は定められています。 

 令和１２年度以降の対象期間にかかる千葉県国民健康保険運営方針において

保険税水準の統一化が盛り込まれた場合、統一保険税率の目安としては、千葉

県が毎年策定し、公表している「市町村標準保険税率」が考えられます。 

 そこで、税率の変動が急激なものとならないよう、本市では、令和１１年度ま

でに統一保険税率（＝市町村標準保険税率）に近しい水準の税率にすることを

目標とします。 

 

図表１２ 市町村標準保険税率（市町村算定方式）の推移 

 

     年 度 

区 分 
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

医
療
分 

所得割率(％) 7.65 7.30 7.44 7.45 7.51 8.50 8.10 

均等割額(円) 18,933 17,029 17,201 17,863 19,523 18,524 19,891 

平等割額(円) 21,972 20,042 20,444 20,470 22,747 22,298 23,915 

支
援
金
分 

所得割率(％) 2.24 2.49 2.58 2.43 2.61 2.91 2.66 

均等割額(円) 12,772 13,321 13,614 13,352 15,692 14,622 15,249 

介
護
分 

所得割率(％) 1.23 1.85 2.46 2.23 1.92 2.22 2.00 

均等割額(円) 12,951 17,147 21,824 20,204 18,856 16,668 17,696 

出典：千葉県ホームページ 国民健康保険の標準保険料率等の公表について 
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 令和６年度において、千葉県が公表している市町村標準保険税率が著しく上

昇したことから、将来、県内統一保険税率になることを見据えて、段階的に税率

を上げていくこととし、令和１１年度に市町村標準保険税率と一致させるため、

市町村標準保険税率との差を毎年度解消させていくよう改定します。 

 国は、令和６年６月に策定した保険料水準統一加速化プラン（第２版）におい

て、「保険税水準の完全統一化」を遅くとも令和１７年度までの移行を目標とし

ており、千葉県においても第２期千葉県国民健康保険運営方針の令和８年度に

行う中間見直しにおいて、完全統一の目標年度を明記することとしました。 

 

図表１３ 保険税率改定計画 

ケース１：夫 70 歳（公的年金収入 250 万円）・妻 68 歳（公的年金収入 80 万円） 

ケース２：夫 40 歳（事業所得 300 万円）・妻 40 歳（収入なし）・子２人（就学児） 

     年 度 

区 分 

Ｒ５ 

税率 

現行 

税率 

Ｒ７ 

標準税率 

Ｒ７ 

税率 

Ｒ８ 

税率 

Ｒ９ 

税率 

Ｒ10 

税率 

Ｒ11 

税率 

医
療
分 

所得割率(％) 8.01 8.10 8.10 8.10 8.10 8.10 8.10 8.10 

均等割額(円) 20,000 18,000 19,891 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 

平等割額(円) 24,000 22,000 23,915 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 

支
援
金
分 

所得割率(％) 1.80 1.99 2.66 2.13 2.27 2.40 2.53 2.66 

均等割額(円) 10,000 11,000 15,249 12,000 13,000 14,000 15,000 15,000 

介
護
分 

所得割率(％) 1.10 1.29 2.00 1.44 1.58 1.72 1.86 2.00 

均等割額(円) 10,000 12,000 17,696 14,000 15,000 16,000 17,000 18,000 

税
額 

ケース１ 162,200 161,800 179,700 169,500 172,500 175,300 178,200 179,500 

ケース２ 444,200 454,300 527,600 479,800 493,000 505,900 518,900 527,800 

木更津市保険年金課 作成 

 

 令和７年度については、目標の最終年度である令和１１年度までに５年度あ

りますので、千葉県が策定する市町村標準保険税率との差をそれぞれ５分の１

ずつ近づけるよう税率を改定します。 

 なお、市町村標準保険税率は毎年改定されるため、その改定を加味したうえ

で残りの年度で割って求めます。 
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 仮に、令和８年度市町村標準保険税率が、 

 

 ・医療分 所得割率 8.60％ 均等割額 20,000 円 平等割額 24,000 円 

 ・支援分 所得割率 3.00％ 均等割額 16,000 円 

 ・介護分 所得割率 2.40％ 均等割額 18,000 円 

 

 のとおり、改定された場合は、図表１４のとおり改定計画を改めます。 

 

図表１４ 市町村標準保険税率改定後の保険税率改定計画 

ケース１：夫 70 歳（公的年金収入 250 万円）・妻 68 歳（公的年金収入 80 万円） 

ケース２：夫 40 歳（事業所得 300 万円）・妻 40 歳（収入なし）・子２人（就学児） 

     年 度 

区 分 

Ｒ６ 

税率 

Ｒ７ 

税率 

Ｒ８ 

標準税率 

Ｒ８ 

税率 

Ｒ９ 

税率 

Ｒ10 

税率 

Ｒ11 

税率 

医
療
分 

所得割率(％) 8.10 8.10 8.60 8.23 8.36 8.48 8.60 

均等割額(円) 18,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 

平等割額(円) 22,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 

支
援
金
分 

所得割率(％) 1.99 2.13 3.00 2.35 2.57 2.79 3.00 

均等割額(円) 11,000 12,000 16,000 13,000 14,000 15,000 16,000 

介
護
分 

所得割率(％) 1.29 1.44 2.40 1.68 1.92 2.16 2.40 

均等割額(円) 12,000 14,000 18,000 15,000 16,000 17,000 18,000 

税
額 

ケース１ 161,800 169,500 189,300 174,500 179,500 184,400 189,300 

ケース２ 454,300 479,800 563,700 500,900 522,100 543,100 563,700 

木更津市保険年金課 作成 
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第４ 財政調整基金の取扱い 

 

１．財政調整基金の繰入れ 

 国民健康保険特別会計財政調整基金（以下「基金」といいます。）とは、国民

健康保険事業の健全な発展に資するため、「木更津市国民健康保険特別会計財政

調整基金の設置、管理及び処分に関する条例」により設置が定められています。 

 広域化前は、木更津市のみで国民健康保険特別会計を賄っており、単年度収

支が黒字になることは稀でした。そのため、医療費が見込みを上回った場合、歳

出に対する歳入が不足することとなり、一般会計から法定外の繰入れをしてい

ました。 

 広域化後は、医療費の全額が千葉県から普通交付金として交付されることと

なりましたので、赤字になる最大要因はなくなり、保険税の収納率も年々上昇

していることから令和元年度以降は黒字になっており、歳入と歳出の差額であ

る決算剰余金を基金に積み立てています。 

 

図表１５ 財政調整基金残高の推移 

単位：円 

年 度 年度初残高 積立額 取崩額 増減額 年度末残高 

平成 27 年度 1,016,392 1,000,254 0 1,000,254 2,016,646 

平成 28 年度 2,016,646 1,040,201 0 1,040,201 3,056,847 

平成 29 年度 3,056,847 1,075,303 0 1,075,303 4,132,150 

平成 30 年度 4,132,150 201,588,229 205,084,000 ▲3,495,771 636,379 

令和元年度 636,379 98,099,556 4,616,000 93,483,556 94,119,935 

令和２年度 94,119,935 85,489,392 0 85,489,392 179,609,327 

令和３年度 179,609,327 191,458,744 0 191,458,744 371,068,071 

令和４年度 371,068,071 184,840,601   184,840,601 555,908,672 

令和５年度 555,908,672 222,558,446 295,695,000 ▲73,136,554 482,772,118 

令和６年度 482,772,118 102,274,563 176,844,000 ▲74,569,437 408,202,681 

令和７年度 408,202,681  224,983,000 ▲224,983,000 183,219,681 

備考：令和６年度取崩額 令和７年３月補正予算 

   令和７年度取崩額 令和７年度当初予算（案） 

木更津市保険年金課 作成 
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２．今後の財政調整基金の考え方 

 基金を取り崩して保険税を下げた場合、翌年以降に充当する基金がなければ

保険税は上がることになりますので、急激な変動があった場合、被保険者は納

税の予定が立てられず、保険者である市としても安定した税収が見込めないこ

とになります。 

 そのため、保険税額が急激な増額にならないよう、緩和するための調整弁と

して一定の金額は基金を確保する必要があります。 

 

 国民健康保険特別会計の歳出のうち、２割を現年度分の保険税で賄っていま

すので、金額が大きい歳出の２割を基金として確保することで、調整ははから

れるものと考えます。 

 また、歳出のうち、７割は保険給付を占めていますが、保険給付は千葉県から

の交付金で賄うことになりますので、次に大きな歳出である「国民健康保険事

業費等納付金」に留意することとします。 

 図表１１のとおり、千葉県に支払う納付金は年度平均で約３５億円であり、

その２割分は約７億円となります。そのため、原則として、基金残高が７億円を

上回る場合には、その金額を保険税で賄うべき収入に充当し、保険税率を決定

するものとします。 

 

 令和６年度以降は県内保険税率の統一化に向けて、この改定計画で示した保

険税率を設定することとしますが、令和５年度と比較すると急激に市町村標準

保険税率が上昇したため、改定計画で示した保険税率を設定しつつ、基金を充

当することで納める保険税額が急激な増額にならないように配慮します。 

 今後は、被保険者数の減少に伴い、医療費総額は減額となる見込みですが、過

去の推計を基に千葉県が決定する納付金に反映されるまでは一定の時間を要す

ることになります。 

 そのため、基金を使いきった場合には、保険税率の設定を前倒しすることで、

必要な保険税収入額に不足が生じないよう保険税率を設定することとします。 


